
地域 

項目 
枚 方 市（枚方市開発事業等の手続等に関する条例）

適用範囲 ① 都市計画法第２９条第１項に規定する許可を要する行為

② 建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定を要する土地の区画形質の変更（取消し含む）

③ 宅地造成等規制法第８条第１項の規定による許可を要する行為

④ 都市計画法第４２条第１項ただし書の規定による許可を要する行為

⑤ 都市計画法第４３条第１項の規定による許可を要する行為

⑥ 建築基準法第６条第１項の規定による確認を要する行為

⑦ 建築基準法第１８条第２項の規定による通知を要する行為

開発事業計画 １.一戸建住宅及び長屋住宅（各戸をそれぞれ１戸とみなすものとする。）の敷地面積は、次の表の数値以上とする。ただし、

地区計画又は建築協定において、別に定めがあるものは除くものとする。

（単位：㎡） 

施行区域面積 

区域 
０．５ha 未満 

０．５ha 以上 

１ha 未満 
１ha 以上 

市街化区域 第一・二種低層住居専用地域 敷地面積 １１０ 

（１００） 

１２０ 

（１００） 
１５０（１３０） 

第一・二種中高層住居専用地域 ９０（８０） １００（８０） １２０（１００） 

第一・二種住居地域、準住居地

域 
８０（７０） ９０（８０） １００（８０） 

準工業地域、工業地域 

近隣商業地域、商業地域 ７０ 

市街化調整区域 指定なし 次のいずれかに規定する敷地面積 

（１）枚方市都市計画法に基づく市街化調整区域内におけ

る開発行為等の許可に関する条例

（２）都市計画法第３４条第１４号及び同法施行令第３６

条第１項第３号ホに関する判断基準及び同判断基準

の規定に基づく提案基準

（注１）この表の（ ）の数値は、この表の数値以上の敷地面積を５割以上確保した場合又は、開発区域面積が０．５ｈa未 

満で、かつ、同区域内の一般区画道路の幅員が６．８ｍ以上の場合に適用できるものとする。 

（注２）開発区域の形状や周辺状況等により支障がないと認める場合は、この表の数値と（ ）内の数値の平均値以上とする 

ことができる。 

（注３）１の敷地が２以上の用途地域にわたる場合においては、当該１の敷地の面積は、過半の用途地域が属する区分に従う 

ものとする。 

（注４）宅地造成及び特定盛土規制法による開発事業は、新たに土地の区画の変更を伴う場合にこの表の数値を適用するもの

　　　　とする。 ２.共同住宅の区分は、次の表のとおりとする。

区分 住居専有面積 

世帯向け共同住宅 ４０㎡以上 

単身者向け共同住宅 １８㎡以上 ４０㎡未満 

（注）住居専有面積には、共同住宅の共有部分、バルコニー、パイプスペース及びメーターボックスは含まないものとし、そ

の算定は、壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積によるものとする。 

３.単身向け共同住宅の敷地面積

単身者向け共同住宅の敷地面積については、２００㎡以上とする。ただし、本市の条件に該当する場合は、２００㎡未満

とすることができる。

４.周辺環境の調和の基準

（１）市街化区域における周辺環境への配慮

市街化区域において計画する建築物の各部分の地上階数及び高さが、用途地域に応じてそれぞれ下表の数値を超えるも

のは、公開空地・緑地、道路に沿った部分の整備を行うものとする。

用途地域 地上階数及び高さ 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域 地上５階又は１５ｍ 

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域 地上６階又は１８ｍ 

準工業地域 地上７階又は２１ｍ 

（２）市街化調整区域における周辺環境への配慮

市街化調整区域において計画する建築物は、地上階数３又は高さ１０ｍを超えないものとする。

協議・協定 １.開発者等は、都市計画法、建築基準法及び宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可、指定等の申請を行う前に、市長

に申し出て、当該開発事業等の計画等について市長と協議しなければならない。

２.開発者は、上記事前協議が完了した後、当該開発事業等に必要な公共・公益施設等の整備について、市長に申し出て、市

長その他の施設管理者等と協議し、協議が完了したときは、市長その他の施設管理者等と開発者は、覚書を交換するものと

する。

３.建築主は、以下の場合は、建築行為等に伴う事前協議の申出を行う前に、市長に申し出て、当該行為の計画について市長

と協議をしなければならない。ただし、開発事業に伴う事前協議等これらと同等の協議が完了している場合は、この限りで

ない。また、共同住宅等の建築等に伴う協議において、公共・公益施設等の整備等に係る協議が完了したときは、必要に応 



地域 

項目 
枚 方 市（枚方市開発事業等の手続等に関する条例）

じて覚書を交換するものとする。 

（１）共同住宅若しくは寄宿舎（いずれも規則で定める建築物を除く。以下同じ。）を新築し、又は建築物の用途を変更して

共同住宅若しくは寄宿舎とする行為 

（２）３，０００㎡以上の土地に建築物を建築する行為（規則で定める場合を除く。）

（３）４．７ｍ未満の道路に接する土地について新たに土地の区画を変更して建築物を新築する行為

（４）開発事業に該当しないもので、新たに土地の区画を変更して建築物を新築する行為

４.中高層建築物又は葬祭場、ぱちんこ屋若しくは周辺環境若しくは生活環境に影響を及ぼすものとして規則で定める建築物

の建築主は、市長に申し出て、中高層建築物等の建築行為等に係る計画について市長と協議をしなければならない。

公共・公益施

設の負担 

開発者は開発事業の施行に際して必要となる公共・公益施設を整備し、及びその用地等を確保し、並びに開発区域内の良好

な都市環境の形成を図らなければならない。 

公 

共 

公 

益 

施 

設 

道路等 １.開発区域の規模及び地形に応じた適正な道路を整備するものとする。

２.開発事業の施行に伴い、開発区域の内外に道路の配置（既存の道路の改良を含む。）をしようとする場合においては、歩行

者の動態、通行車両の種類、交通量等を勘案した交通安全の確保に配慮した配置をするものとする。

３.道路を新設し、又は改良する場合の幅員は、次の表の数値以上とする。ただし、枚方市都市計画法に基づく市街化調整区

域内における開発行為等の許可に関する条例の適用を受ける場合は、その数値とすること。

（単位：ｍ） 

開発規模 

建築物 ０．１ha 未満 
０．１ha 以上 

０．５ha 未満 

０．５ha 以上 

５ha 未満 

５ha 以上 

住宅 種 目 

幹線道路 １２．０ 

主要区画道路 ６．８ ９．０ 

一般区画道路 ４．７ ６．８ 

住宅以外 ４．７ ６．８ １２．０ 

備考 

１ この表において、「幹線道路」とは、都市計画道路及び開発区域の自動車発生交通等通行量が特に著しく、区域外への集約 

的役割を有する道路を、「主要区画道路」とは、幹線道路を除く道路で、開発区域内の街区を形成する主要となる道路を、 

「一般区画道路」とは、主要区画道路を除く道路で、開発区域の街区を形成し、専ら画地の交通の用に供する道路をいう。 

２ この表の数値には、道路の側溝を含むものとする。 

３ 別に定める自動車の回転帯には、回転帯の基準を適用する。 

上・下水

道 

１.開発区域の規模及び地形並びに予定建築物の用途に応じて適正な上水道施設を設置するものとする。

２.開発事業により必要となる上水道施設の設置は、枚方市水道事業給水条例及び枚方市水道事業給水条例施行規程によるも

のとする。

３.開発区域の規模及び地形並びに予定建築物の用途から想定される汚水及び雨水が有効に排出することができる排水施設を

設置するものとする。

４.開発区域内からの汚水及び雨水の排出によって開発区域及びその周辺の地域に溢水等による被害の防止を考慮した排水施

設（開発区域外にある放流先の既設の排水施設を含む。）を整備し、又は改修するものとする。

公園・緑

地 

１.公園の確保基準

（１）主として戸建て住宅の建築の用に供する目的で行う開発事業で、開発区域の面積が０．５ha 以上のものにあっては、開

発区域面積の６％以上の用地を確保し、公園として整備するものとする。

（２）主として共同住宅の建築の用に供する目的で行う開発事業で、開発区域の面積が５ha 以上の開発事業にあっては、開発

区域面積の３％以上の用地を確保し、公園として整備するものとする。

２.緑地の確保基準

（１）主として戸建住宅の建築の用に供する目的で行う開発事業以外の開発事業で、開発区域の面積が０．３ha 以上のもの

（共同住宅の建築の用に供する開発事業は０．３ha 以上５ha 未満のもの）にあっては、３％以上の用地を確保し、緑

地として整備するものとする。

（２）共同住宅の建築を目的とする開発事業をしようとする開発者は、次の表のとおり緑地を整備するものとする。

建設計画戸数 緑地面積 

１０戸以上１９戸以下 敷地面積の１０％ 

２０戸以上 敷地面積の１５％ 

３.大阪府自然環境保全条例による公園・緑地の整備等

開発区域の面積が１ha 以上の開発事業をしようとする開発者又は１，０００㎡以上の敷地において建築行為等を行おうとす

る建築主は、大阪府自然環境保全条例に基づき、市長及び関係官庁と協議の上、開発者にあっては公園・緑地を整備するも

のとし、建築主にあっては当該建築物及びその敷地について緑化をしなければならない。

教育施設 １.住宅の供給を目的とする開発事業を行おうとする場合においては、開発区域内の幼児、児童及び生徒の市立小・中学校へ

の就学に与える影響に応じて教育施設を整備するものとする。

２.開発事業により、必要となる教育施設の整備・用地の確保は、小学校設置基準及び中学校設置基準に基づき行うものと

し、その寄附について市長と協議が整ったときは、市に無償で譲渡するものとする。



地域 

項目 
枚 方 市（枚方市開発事業等の手続等に関する条例）

消防施設 １.開発区域内における消防活動を行う上で必要な消火栓、防火水槽等を設置するものとする。

２.必要となる消防施設の設置は、枚方寝屋川消防組合開発事業等に係る消防水利等の基準に関する規程によるものとする。

集会施設 住宅の供給を目的とする開発事業を行おうとする場合においては、開発事業の規模に応じてコミュニティ活動の用に供する

集会施設を開発区域内で設置するものとする。 

１.一戸建て住宅の場合

総戸数 １００戸以上１９９戸以下 ２００戸以上３９９戸以下 ４００戸以上 

集会施設の建築面積 ７０㎡以上 １４０㎡以上 ２００戸ますごとに７０㎡増 

２.共同住宅の場合

総戸数 ５０戸以上１９９戸以下 ２００戸以上３９９戸以下 ４００戸以上 

集会施設の建築面積 ７０㎡以上 １４０㎡以上 ２００戸ますごとに７０㎡増 

ごみ置場

等 

開発区域内で発生が想定されるごみの量に応じて必要なごみ置場等を設置するものとする。 

保育所用

地 

住宅の供給を目的とする開発事業を行おうとする場合においては、開発事業の規模に応じて保育所の用地を確保するものと

する。 

建設計画戸数 面積 

１，８００戸以上 １，８００戸ごとに２，３５０㎡ 

９００戸以上１，８００戸未満 市長と協議して定める面積 

生活環境 １.公共下水道の供用告示区域外である場合に、開発区域内の予定建築物から排出されるし尿及び雑排水の適切な方式による

処理に係る必要な措置をするものとする。

２.住民、歩行者等の夜間の安全を確保するための周辺の状況に応じて防犯灯を整備するものとする。

公害対策 開発者は、当該開発事業に係る作業を行う際には、公害関係の法令、条例、規則等を遵守し、環境の保全及び公害の防止を

図ること。 

歴史的環境の

保全 

１.開発者は、開発事業の区域内及びその周辺において埋蔵文化財が存在すると推定される場合には、その取扱いについてあ

らかじめ本市と協議し、その指示に従うものとする。この場合において、調査が必要と認められるときには、事前に、開発

者の負担により発掘調査を実施するものとする。

２.開発者等は、工事等によって埋蔵文化財等を発見した場合は、直ちに、工事を中止し、速やかに本市にその旨を届け出

て、その指示に従うものとする。

３.発掘調査により遺跡が史跡指定の決定を受ける場合には、開発者は開発事業により整備する公園以外にも、埋蔵文化財の

保存地を確保することに協力するものとする。

その他の措置 
（計画の公開等）

１.開発者及び共同住宅若しくは寄宿舎を新築し、又は建築物の用途を変更して共同住宅若しくは寄宿舎とする行為、３，０

００㎡以上の土地に建築物を建築する行為、新たに土地の区画を変更して建物を新築する行為等をしようとする者は、当該

計画に伴う事前協議に係る届出を行った後直ちに、当該計画の周知を図るため、当該区域内の公衆の見やすい場所に、当該

計画の概要を示す標識を設置し、及び当該標識を設置したときは、市長に届け出なければならない。

２.開発者及び共同住宅若しくは寄宿舎を新築し、又は建築物の用途を変更して共同住宅若しくは寄宿舎とする行為、３，０

００㎡以上の土地に建築物を建築する行為、新たに土地の区画を変更して建物を新築する行為等をしようとする者は、当該

計画に伴う事前協議に係る届出を行ったときは速やかに、当該区域の周辺住民に対し、当該計画の内容について具体的かつ

平易に説明を行い、理解を得るよう努め、及び当該説明を行ったときは、市長に届け出なければならない。 

（駐車場所の確保の基準例） 

駐車場所の確保に関する基準は、次に定めるところによる。 

１.自動車駐車場

一戸建て住宅及び長屋住宅の供給を目的とする開発事業の場合は、当該住宅の敷地内に１戸当たり１台以上を確保するもの

とする。

共同住宅の供給を目的とする開発事業の場合は、敷地内に次の表のとおり確保するものとする。

区分 設置台数 

世帯向け共同住宅 戸数の５０％以上 

単身者向け共同住宅（寄宿舎を含む） 戸数の３０％以上 

※ 非住宅系施設は、別途。 

２.自転車駐車場 

住宅（共同住宅を含む）の供給を目的とする開発事業の場合は、原則として当該住宅の敷地内に次の表のとおり設置するものと

する。 



地域 

項目 
枚 方 市（枚方市開発事業等の手続等に関する条例）

用途区分 敷地内の最低設置台数 

一戸建住宅・長屋住宅・世帯向け共同住宅 １戸当たり２台以上 

単身者向け共同住宅（寄宿舎を含む） １戸当たり１台以上 

※ 非住宅系施設は、別途。

施行改正年月

日 

平成 17 年 12 月 1 日施行 令和 6年 ４月 1 日施行 


